
空き家対策管理支援システム空き家対策管理支援システム
「空家等対策の推進に関する特別措置法」を考慮した

近年､老朽化した空き家の増加が深刻な地域課題となっています。同時に管理されていない空き家の数も年を追うごとに
増加し､生活環境への影響､安全な生活への阻害､景観の阻害といった問題を引き起こしている現状があります。

平成 26年 11 月 27 日公布「空家等対策の推進に関する特別措置法」 （平成 26年法律第 127 号）を考慮し､所有者等による
空き家等の適切な管理意識の向上及び有効活用に寄与することを目的とし､空き家等の実態把握､特定空き家等に対する
措置､空き家等及びその跡地の活用促進等を支援する機能を有する「空き家対策管理支援システム」を提案します。

「空き家対策管理支援システム」は自治体が行う空き家対策に関して､地理情報システムを活用した空き家 台帳を管理し､
防災・防犯､利活用､景観保全等の管理､維持促進業務を支援すべく構成しています。

● 行政措置支援機能

● 空き家の状況履歴管理

● 地図・台帳・文書など印刷機能

● 空き家台帳の作成

● 空き家の危険度判定を自動計算

● 空き家の特定作業を体系的に支援

● 空き家の状況集計機能

● 空き家の実態調査を支援

住宅情報
（空き家バンク）

景観保全

利活用
まちづくり

防災・防犯防災・防犯

空き家対策管理
支援システム

空き家バンク制度対応版

機 能 概 略

共通機能
■新規空き家台帳登録、修正更新

■空き家登録地点の移動・削除

■所有者情報の複数名登録

■写真・文書など登録管理

■住民対応記録の履歴管理

■各種帳票の出力

空き家バンク版機能
■空き家バンク台帳登録（※共通機能台帳と同様）

■申請者・利用希望者登録

■問合せ履歴管理

台 帳 管 理

■空き家状況履歴管理

■行政措置・履歴管理

■行政措置 通知文書の出力

■登録空き家の集計処理（Excel へエクスポート）

行政措置支援機能

■実態調査票の出力

■自動計算による危険度判定

■実態調査結果の履歴管理

■特定空家の登録

実態調査票・危険度判定評点表

対応ＯＳ: Windows11､10 （x64）
メモリ　: 4GB 以上推奨
その他　: Microsoft Excel

動作環境

■地図検索
所在地番・住所・目標物・登録済空き家リスト

■空き家の絞り込み検索
所在地番・住所・目標物・登録済空き家リスト

地図表示・空き家絞込み

※Windows10､Windows11､Excel は 米国Microsoft Corporation の登録商標です。
※その他、記載の社名・商品名等は、各社の商標または登録商標です。

お問い合わせ・販売について

開発・販売：
　株式会社マプコン
　東京都中央区八丁堀 4-9-4　西野金陵ビル 6F
　TEL 03-3523-4640　E-mail： info@mapcom.co.jp

　株式会社資産システムリサーチ

空き家の利活用促進の一環として、空き家バンク制度を導入する自治体が増加！
「空き家バンク版」が業務をサポートします！

■空き家バンク台帳管理■
登録した空き家台帳の情報を活用した、空き家バンク台帳です。
ガスや水道などの設備情報や周辺情報だけでなく、所有者の意向の入力、
さらに問合せの履歴を残します。また簡易的な物件情報シートの出力が
でき、総合的に空き家バンク業務をサポートします。

■申請者・利用希望者管理■
空き家バンク申請者、利用希望者を登録・管理します。
基本的な情報だけでなく、希望条件を登録することで希望物件を検索で
きます。そのほか申請書類の有無のチェック、登録通知書の出力、登録
内容変更の履歴管理機能を備えています。

基盤地図情報ダウンロードデータ

大仙市地番図及び航空写真

基盤地図情報ダウンロードデータ

大仙市地番図及び航空写真

基盤地図情報ダウンロードデータ基盤地図情報ダウンロードデータ



地図上で空き家の建物位置をクリックすることにより､空き家台帳登録画面が開き､空き家を登録することができます。

台帳では､空き家の所在地､所有者､建物構造等の情報や､苦情・相談の履歴､実態調査の結果を記録します。

調査の結果は自動算定され､不良度に応じて､地図上に空き家マークを示すことで､把握や計画に役立てることができます。

地図､台帳検索画面のどちらからでも､図面位置・台帳情報の修正及び削除等が容易に行えます。

現地で撮影した写真データを空き家ごとに登録できます。

写真以外にも､文書やその他のデータを登録できるため､ひとつの台帳画面で全ての資料を一覧で管理できます。

法律のガイドラインに準じた通知文などを､台帳情報に基づいて容易に出力できます。

また行政措置項目・執行年月日・期限年月日等に応じて､月日を追って履歴管理できます。

空き家台帳登録

ファイリング機能

行政措置支援機能（防災・防犯）　※「空家等対策の推進に関する特別措置法」に準拠

通知文書一例

状況履歴管理
通報・苦情・相談などの住民対応や業務上の記録を履歴管理できます。また調査結果の履歴管理も行え、状況の経緯が
把握しやすくなります。

調査結果登録　※「空家等対策の推進に関する特別措置法」に準拠

実態調査票は、法律のガイドラインに準じた項目を設定しています。

調査後、台帳に入力すると、危険度判定評点表に基づき、空き家の不良度判定を自動計算し、点数に応じて危険度を示
します。危険度に応じて、地図上では空き家マークの色を変えて表示することができます。

また、「特定空家」と判断した場合の記録管理機能も備えています。

調査
一度台帳に登録した空き家は、前回の調査結果を反映させた状態で、実態調査票や案内図などを出力できます。

出力した帳票を利用して、再調査などに役立てることができます。

調査・状況管理支援

■状況記録履歴管理機能■ ■フリーメモ帳メニュー■

■危険度判定評点表■ ■危険度凡例■

■実態調査票■ ■案内図■

行政措置支援機能（防災・防犯）　※「空家等対策の推進に関する特別措置法」に準拠

登記有無

空家判定
指標

電気メーター 動いている 動いていない 確認できず 雑草繁茂 なし あり

水道 開栓 閉栓 確認できず 樹木張出 なし あり

売買看板 なし あり ごみ散乱 なし あり

近隣確認 居住中 空家と確認 確認できず

居住中 空家等 不明空家判定結果

不能理由 放置遺棄 不在 行方不明 能力損傷 不存在 相続放棄 相続人なし

管理状況 管理している 時々管理している 全く管理されていない

不動産会社

所有者との
関係

本人

その他

孫子 兄弟姉妹 父母 本家 親類 近隣世帯 会社

氏名 連絡先

(TEL)

所有者特定 未特定 特定済 不存在 行方不明 所有者確知 可能 不可能

氏名 連絡先

(TEL)

所有者

管理者

所在地

調査種別 調査員外観目視 立入

別表第１（第９条第２項　空家等実態調査票）

空家等実態調査票

調査年月日

危険性 傾斜・沈下 傾斜・沈下なし

衛生上

看板・ﾊﾞﾙｺﾆｰ
野外階段

軽い傾斜・沈下あり 大きく傾斜・沈下あり

破損・腐食なし基礎・土台 一部破損・腐食あり 大きく破損・腐食あり

剥離・腐朽なし屋根・軒 一部剥離・腐朽あり 大きな穴あり・軒垂れあり

剥離・破損・腐朽なし外壁 一部剥離・破損・腐朽あり 大きな剥落・穴あり

剥離・破損・腐食なし 一部剥離・破損・腐食あり 脱落・転倒・著しく腐食あり

ひび割れ・破損・傾斜なし門・塀 ひび割れ・破損・傾斜あり 大きく傾斜・倒壊している

なし浄化槽 放置・破損している 汚物の流出・臭気あり

流出なし排水 流出あり・臭気なし 流出による臭気あり

なしごみ等 放置・不法投棄あり 放置・不法投棄・ハエ蚊発生

手入れあり草木 手入れなし（繁茂） 敷地外（道路・隣地）に突出

ほとんど見うけられない獣類・昆虫 若干見うけられる 生息・巣あり・大量発生

ほとんどない臭い 敷地内のみ 敷地外におよぶ

門・玄関施錠されている侵入者 玄関施錠されている まったく施錠されていない

生活環境

問題なし外観 一部破損・汚損あり 著しく破損・汚損あり

問題なし立木 一部建物を覆う 大きく建物を覆う

問題なしごみ等 一部散乱している 山積みしている

景観

影響なし周囲影響（複数選択可） 隣家 道路

周辺環境（複数選択可） 学校・保育園 公共施設 交通量の多い道路 通学路 住宅密集地 農地等

【備考】

種　　類
（用途）

居宅

共同住宅・マンション・アパート

小屋 倉庫 工場 店舗 事務所 車庫 旅館 料理店 寄宿舎

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建築基準法上の道路でない法的適用（複数選択可）

主体構造 木造

屋根構造 スレートぶき

階　　数 平屋建

面　　積 建築面積

建築年月日 明

抵当有無 無

地　　目 宅地

建　物

土　地

軽量鉄骨造 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 鉄骨造 その他（　　　　　　　　　　　　　）

亜鉛ﾒｯｷ鋼板ぶき 瓦ぶき その他（　　　　　　　 　　　　　　　）

２階建 ３階建 その他（ 　  　　） 地　下 無

有 無

大 昭 平 不明 年築年数

㎡ 床面積 ㎡

有 抵当権者

その他（　　　　　　　　） 地　積 ㎡

接道義務不良 市街化調整区域内

平成２６年９月１１日　１０時

○○○町○○○字○○○８００－１

○○○　○○○
654-3210-9876

○○　○○

23.45 89.01

89.01

38昭和５２年６月１３日

○○○市○○町８－９

有（　　　　　　　）

昭和５２年

別表第２（第９条第２項　空家等危険度影響度判定評点表）

空家等危険度影響度判定評点表

所在地

所有者

用途（種別）

調査年月日 調査種別

構造 評定員

建築年 築年数

問題なし 傾斜・沈下なし

要注意 軽い傾斜・沈下あり

危険 大きく傾斜・沈下あり

 0 0

傾斜・沈下危険性

評定項目 評　定　内　容評定区分 評点 小計

0

看板・ﾊﾞﾙｺﾆｰ・
野外階段

問題なし 破損・腐食なし

要注意 一部破損・腐食あり

危険 大きく破損・腐食あり

基礎・土台

問題なし 剥離・腐朽なし

要注意 一部剥離・腐朽あり

危険 大きな穴あり・軒垂れあり

屋根・軒

問題なし 剥離・破損・腐朽なし

要注意 一部剥離・破損・腐朽あり

危険 大きな剥落・穴あり

外壁

問題なし 剥離・破損・腐食なし

要注意 一部剥離・破損・腐食あり

危険 脱落・転倒・著しく腐食あり

門・塀
問題なし ひび割れ・破損・傾斜なし

要注意 ひび割れ・破損・傾斜あり

危険 大きく傾斜・倒壊している

その他
問題なし

要注意

危険

浄化槽
問題なし なし

要注意 放置・破損している

問題あり 汚物の流出・臭気あり

排水
問題なし 流出なし

要注意 流出あり・臭気なし

問題あり 流出による臭気あり

ごみ等
問題なし なし

要注意 放置・不法投棄あり

問題あり 放置・不法投棄・ハエ蚊発生

草木
問題なし 手入れあり

要注意 手入れなし（繁茂）

影響あり 敷地外（道路・隣地）に突出

獣類・昆虫
問題なし ほとんど見うけられない

要注意 若干見うけられる

影響あり 生息・巣あり・大量発生

臭い
問題なし ほとんどない

要注意 敷地内のみ

影響あり 敷地外におよぶ

侵入者
問題なし 門・玄関施錠されている

要注意 玄関施錠されている

問題あり まったく施錠されていない

外観
問題なし 問題なし

要注意 一部破損・汚損あり

問題あり 著しく破損・汚損あり

立木
問題なし 問題なし

要注意 一部建物を覆う

問題あり 大きく建物を覆う

ごみ等
問題なし 問題なし

要注意 一部散乱している

問題あり 山積みしている

影響なし

学校・保育園 公共施設

隣家 道路

交通量の多い道路 通学路 密集地 農地

隣家及び道路

25

50

 0 0

25

50

 0 0

15

25

 0 0

15

25

 0 0

15

25

 0 0

15

25

 0 0

10

15

 0 0

10

15

 0

10 10

15

 0

10

15 15

 0

10 10

15

 0 0

10

15

 0 0

10

15

 0 0

10

15

 0

10 10

15

 0

10 10

15

任意

10

25

20

衛生上

生活環境

景観

周囲への影響

周辺環境

※危険度判定基準
（合計点）

200 ～ 80点
 79 ～ 50点
 49 ～ 30点
 29 ～  0点

危険度　大
危険度　中
危険度　小
危険度　なし

（注）危険度判定基準はあくまでも目安とする指標であり最終的危険度判定を示すものではありません。

平成２６年９月１１日　１０時 年

合計点数

危険度

85

大

／200点

○○○　○○○

○○○町○○○字○○○８００－１

居宅 木造 ○○　○○

３８

0

外観目視

3030

0

〔第14条第３項　命令書〕

１２３５
平成２６年６月１０日

○○○市○○○町６－７

○○○　○○ 殿
○○市長
○○　○○○

命　　令　　書
　貴殿の所有する下記空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法
律第１２７号。以下「法」という。）第２条第２項に定める「特定空家等」に該当する
と認められたため、　　　　　　　　　　　付け　　　　　　　　　により、法第１４
条第３項の規定に基づく命令を行う旨事前に通知しましたが、現在に至っても通知した
措置がなされていないとともに、当該通知に示した意見書等の提出期限までに意見書等
の提出がなされませんでした。
　ついては、下記のとおり措置をとることを命令します。
 
　

１．対象となる特定空家等

２．措置の内容

３．命ずるに至った事由
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態である。
貴殿の所有する空家は、基礎に破損又は変形、土台に腐朽又は破損が見られます。

(担当　○○局○○課)　　

記

所在地
用　途
所有者の住所及び氏名

○○○市○○○町○○○字○○○６００－１

○○○市○○○町６－７

貴殿の所有する空家等が、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努
めるものとする。

４．命令の責任者

５．措置の期限

・  上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告をすること。
・　本命令に違反した場合は、法第１６条第１項の規定に基づき、５０万円以下の過料に処せられます｡
・　上記５の期限までに上記２の措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同
　期限までに完了する見込みがないときは、法第１４条第９項の規定に基づき、当該措置について行政
　代執行の手続に移行することがあります。
・　この処分について不服がある場合は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条及び第
　４５条の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に○○市長に
　対し異議申立てをすることができます。

○○○　○○

連絡先：○○○○－○○－○○○○
平成２６年５月１５日

○○市○○局○○課長

店舗

注：平成 26 年に成立した行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）において、不服申立ての手続を審査請求に一元化す
    ることとなっており（新法第２条）、新法施行後は当該市町村長に審査請求を行うことになる。（新法第４条第１号、
    なお、新法の施行日は、公布の日（平成 26 年６月 13 日）から起算して２年を超えない範囲において政令で定める
    日。）  また、新法における審査請求期間は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３月を経過するまで
    （新法第 18 条第１項）となる。

基盤地図情報ダウンロードデータ基盤地図情報ダウンロードデータ

基盤地図情報ダウンロードデータ基盤地図情報ダウンロードデータ

※GPS 機能付きデジカメデータの場合､撮影位置 ・撮影方向の取込が可能です。
（機種に準拠します）

※GPS 機能付きデジカメデータの場合､撮影位置 ・撮影方向の取込が可能です。
（機種に準拠します）

助言・指導 勧 告 命 令

自治体内での当物件の連絡や、
その他の記録をメモ帳感覚で
時系列に管理できます。

〔第９条第３項　立入調査実施通知書〕

９８７６
平成２６年４月９日

○○○市○○○町６－７

○○○　○○ 殿

○○市長
○○　○○○

立入調査実施通知書

　貴殿の所有する下記空家等につき、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年
法律第１２７号。以下「法」という。）第９条第１項に定める必要な調査を実施するので、
法第９条第３項の規定に基づき通知します。

１．対象となる特定空家等

２．立入調査の内容

３．立入調査に至った事由

(担当　○○局○○課)　　

記

所在地
用　途
所有者の住所及び氏名

○○○市○○○町○○○字○○○６００－１

○○○市○○○町６－７

　建築物又はこれに附属する工作物及びその敷地の保安上危険となる個所、衛生上有害
となる個所、景観を損なっている個所及びその他周辺環境の保全を図るに放置すること
が不適切となる個所についての調査。

５．立入調査に係る担当者

４．立入調査の日時
平成２６年４月１９日（土）午前１０時から

○○○　○○

連絡先：○○○○－○○－○○○○（内線○○○）
○○市○○局○○課○○班 ○○　○○

店舗

貴殿の所有する空家は、基礎に破損又は変形、土台に腐朽又は破損が見られます。

〔第14条第２項　勧告書〕

９８７９
平成２６年４月２８日

○○○市○○○町６－７

○○○　○○ 殿

○○市長
○○　○○○

勧 　 告 　 書

　貴殿の所有する下記空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法
律第１２７号。以下「法」という。）第２条第２項に定める「特定空家等」に該当する
と認められたため、貴殿に対して対策を講じるように指導してきたところでありますが、
現在に至っても改善がなされていません。
　ついては、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をと
るよう、法第１４条第２項の規定に基づき勧告します。

１．対象となる特定空家等

２．勧告に係る措置の内容

３．勧告に至った事由
貴殿の所有する空家は、構造耐力上主要な部分である柱、はり、筋かいに腐朽、破損又は変形が
見られます。
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態である。

(担当　○○局○○課)　　

記

所在地
用　途
所有者の住所及び氏名

○○○市○○○町○○○字○○○６００－１
店舗

○○○市○○○町６－７

貴殿の所有する空家等が、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の除却をおこなう
よう求めるものとする。貴殿の所有する空家等が、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、
空家等の除却をおこなうよう求めるものとする。

４．勧告の責任者

５．措置の期限 平成２６年５月１５日

・ 上記５の期限までに上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告をする
  こと。
・ 上記５の期限までに正当な理由がなくて上記２に示す措置をとらなかった場合は、法第１４条第３
 項の規定に基づき、当該措置をとることを命ずることがあります。
・ 上記１に係る敷地が、地方税法(昭和２５年法律第２２６号)第３４９条の３の２又は同法第７０２
 条の３の規定に基づき、住宅用地に対する固定資産税又は都市計画税の課税標準の特例の適用を受け
 ている場合にあっては、本勧告により、当該敷地について、当該特例の対象から除外されることとな
 ります。

○○○　○○

連絡先：○○○○－○○－○○○○
○○市○○局○○課長

案 内 図
○○○市○○○町○○○字○○○６００－１


